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Abstract

Thisstudyexaminedhowpeopleconsideredandrespondedtothe“EarthquakeEarly
Warning”,recentlyadministratedbyJapanMeteorologicalAgency,basedonInternet
questionnairesurveyinAugust２００８.Datawascollectedfrom５１０respondentsinIwate,
MiyagiandOsakaprefectures.IwateandMiyagiprefectureswereattackedbysevere
earthquakesonJune１４andJuly２４,２００８,andthewarningwasissuedwidelyinthe
twoprefectures.Theresultshowedthat８５．５% oftherespondentsunderstoodcorrectly
themeaningof“EarthquakeEarlyWarning”whilesomedidnotunderstanditverywell.
７６．７% oftherespondentsrepliedthatthewarningwashelpfulforearthquakedamage
reductioningeneral,howeveronly４９．１% repliedthattheycouldusethewarning
effectivelytoreducetheirowndamage.８０ respondentspointedoutinfreeanswer
sectionthatthosewhodidnotwatchtelevisioncouldmissthewarning.Therefore,it
isimportantto usemulticommunication channelatthesametime,such asa
loudspeaker,asiren,acellularphoneandontopofaflashwarningontelevision.It
isalsoimportanttogivethepublicpracticalinformationrepeatedlyonhowtousethe
warning.Bothbenefitsandlimitationsofthewarningsystemmustbepresentedaswell.
Sinceusefulnessofthewarningmightdifferfrom persontoperson,theusersmust
considermoreconcretelyandpersonallyhowtousethewarningtoreducedamage.
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１．はじめに
２００７年１０月１日に一般向け運用が開始された緊

急地震速報は，鉄道の徐行，工場の運転制御など
の，機械的な制御の面では効果を発揮することが
期待されているが，情報を受信した人の行動に関
しては未知数な面が少なくない。たとえば，緊急
地震速報運用開始直前のいくつかの調査では，こ
の情報そのものや内容に対する理解が十分でない
ことが示唆されている（中森，２００７；気象庁，
２００７a；気象庁，２００７b）。また，緊急地震速報が
発表される状況を再現した実験的研究（村越ら，
２００８）では，事前に知識教示を受けた者でも適切
な退避行動を行えるのは半数程度といった結果も
示されている。緊急地震速報を災害情報としてよ
り有効に活用していくためには，実際に発生し
た，強い揺れを伴う事例時の状況をもとにした実
証的研究を重ねていくことが必要である。
岩手県周辺地域は，２００８年６月１４日８時４３分頃

に，岩手県内陸南部を震源とするM７．２，最大震
度６強の地震（平成２０年岩手・宮城内陸地震）に
見舞われた（気象庁，２００８a）。さらに，約１ヶ月
後の２００８年７月２４日０時２６分頃にも，岩手県沿岸
北部を震源とするM６．８，最大震度６強の地震に
見舞われた（気象庁，２００８b）。我々は，７月２４日
の地震直後に，岩手県，宮城県を主な対象とし，
緊急地震速報や地震防災に関するアンケート調査
を行った。これら地震に関する災害情報面からの
特徴としては以下の点が指摘できる。
・約１ヶ月間に緊急地震速報の発表を複数体験し
た（岩手県では震度６強の揺れも複数回観測）。

・２回の地震ともに，揺れの激しい地域では，緊
急地震速報の発表が主要動到達より後になっ
た。

・２回の地震ともに，揺れは比較的激しかったも
のの，家屋倒壊など居住地域における直接的な
被害はごく軽微であった。
本研究では，上記のような特徴を持った地震の

際に発表された緊急地震速報を実際に経験した
人々が，この情報についてどのように考えている
かを主な関心事項とし，探索的に調べることを目
的とした。この２事例時の緊急地震速報について

は，本研究と同時期にサーベイリサーチセンター
（２００８a，２００８b）などの調査が行われているが，
本研究では，特に肯定・否定両面から見たこの情
報に対する評価を尋ねることに重点を置いてい
る。

２．調査手法
調査は，インターネットを通じた社会調査サー

ビスであるgooリサーチ（NTTレゾナント株式会
社・株式会社三菱総合研究所共同運営）を利用し
た。同サービスに登録しているモニターに対して
調査依頼のメールを配信し，これに応じた回答者
から先着順に一定数までの回答を受け付ける方式
で行われる。
調査は２００８年８月６日～７日に実施した。これ

は，７月２４日の岩手県沿岸北部の地震の約２週間
後にあたる。依頼メールは，７月２４日および６月
１４日の地震の影響を受けた岩手県，宮城県在住者
と，比較目的でこれらの地震の影響を全く被って
いない大阪府在住者に配信した。回答は，これら
３県それぞれ１７０件が集まったところで締め切り，
計５１０件を得た。なお，自由回答を除き，すべて
の質問について回答を入力しないと次画面に進め
ない仕様としており，「無回答」は存在しない。な
お，主要な設問の一覧を図１に示す。

３．調査結果
３．１ 回答者の属性
回答者の年代は，２０代から４０代でほぼ８割を占

め，青壮年層に偏った年代構成となっている
（図２）。性別は，男性４６．７％，女性５３．３％と，そ
れほど大きな偏りはない。インターネット上での
調査であることから，基本的に全員が何らかの形
でインターネットを利用している回答者である。
１週間あたりの平均的なインターネット利用時間
は，１０時間以上との回答が過半数で（図３），ほぼ
毎日１時間以上はインターネットを利用している
積極的なネット利用者と考えられる。
なお，７月２４日の地震の際に岩手県または宮城

県にいた回答者は３２７名（全回答者の６４．０％）で，
そのうち，地震による強い揺れの前後に緊急地震
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F１ あなたの年代をお答えください。
［選択肢］

１０代／２０代／３０代／４０代／５０代／６０代／７０代以上

F２ あなたの現在のお住まいの地域をお答えください。
［選択肢］

宮城県／岩手県／大阪府

問２ 地震や津波に関する以下の説明について，どのように思いますか。
［小項目］
・ 地震が起こった際，震源から離れるに従って，揺れ始める時間は遅くなる
・「マグニチュード」とは地震の揺れの強さを示す指標である
・ 震度５程度の強い揺れがはじまる数秒～数十秒前には，強い揺れが来ることが気象庁から必ず発表され

るようになった
・ 大きな津波が来るときは，海水面が低下するという前兆が必ず見られる
・ 海岸付近で地震があっても，揺れが強くなければ津波は来ない
［選択肢］

正しい／どちらかというと正しい／どちらかというと正しくない／正しくない／わからない

問３ 現在，気象庁から「緊急地震速報」という情報が発表されるようになっています。この「緊急地震速
報」とは次の中ではどれに近い情報だと思いますか。

［選択肢］
地震が発生する数時間以上前に，地震が発生することを予知し，知らせる情報
強い揺れがはじまる数秒～数十秒前に，強い揺れが予想されることを知らせる情報
地震が発生した際に，各地で観測された震度を知らせる情報
地震が発生した際に，地震の発生が観測されたことのみを知らせる情報
「緊急地震速報」という名前は聞いたことがあるが，その内容はよくわからない
「緊急地震速報」という名前自体，このアンケートではじめて聞いた

問５ 緊急地震速報は，社会全体の地震被害軽減に役立つと思いますか。
［選択肢］ 非常に役立つ／ある程度役立つ／あまり役立たない／全く役立たない／わからない

問６ あなたが緊急地震速報を聞いたとしたら，あなた自身はそれを被害軽減に活かすことができそうで
すか。

［選択肢］
確実にできる／できる可能性は高い／できる可能性は低い／絶対にできない／わからない

問７ 緊急地震速報が発表された際に，以下のようなことが起こる可能性はどの程度あると思いますか。
［小項目］
・ 強い揺れが来る前に，新幹線が減速しはじめる
・ 授業中の児童・生徒が，強い揺れが来る前に，机の下にもぐる
・ 危険な場所にいた作業員が，安全な場所に待避する
・ 緊急地震速報を聞いたドライバーが急停車し，後続の車が追突して死傷事故を起こす
・ ショッピングセンターなどで，緊急地震速報を聞いた客が出口に殺到し，将棋倒しとなって圧死者が出る
・ 緊急地震速報を聞いてあわてて行動した人が，階段などから転落し，負傷・死亡する
［選択肢］

確実に起こる／起こる可能性は高い／起こる可能性は低い／絶対に起こらない／わからない

図１ アンケートの設問・選択肢（本稿で言及した設問を抜粋）
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速報を実際に聞いた回答者は１１８名（同２３．１％）
だった。６月１４日の地震時の受信状況については
尋ねていない。

３．２ 地震災害に関する基礎知識
地震に関係するいくつかの説明を挙げ，説明の

正誤について尋ねた結果が図４である。ここで挙
げた４つの説明は，いずれも「正しくない」が適
切と言える説明である。
この質問の時点では，調査票中で緊急地震速報

の説明はしていない。緊急地震速報を示唆する
「震度５程度の強い揺れがはじまる数秒～数十秒
前には，強い揺れが来ることが気象庁から必ず発
表されるようになった」については，適切な認識
は２割強にとどまり，「マグニチュード」の説明な
どに比べ低くなっている。設問中の「必ず」の文
言が重視されず，やや漠然とした形で，地震の前
に警告が発せられるようになったと理解している
回答者が少なくないことを示唆しているのかもし
れない。ただし，後述する自由回答中に「緊急地
震速報は震源近くで間に合わないことがあるので
もっと速く出せるよう改善してほしい」といった
趣旨の回答が少なからず見られることも考える
と，「緊急地震速報は本来揺れの前に必ず発表され
るものであり，揺れの前に発表されるようになる
ことを目指して改善が進んでいる」と誤認してい
る人も存在している可能性がある。
居住県別の回答は，明瞭な違いはほとんど見ら

れなかった。たとえば，「正しい」と「正しくな
い」の合計の比率の差について，有意水準５％で
独立性の検定を行うと，有意差のある組み合わせ
は，「震度５程度の強い揺れがはじまる数秒～数十

５０

図２ 回答者の年代構成

図３ １週間あたりのインターネット利用時間

図４ 地震災害に関する基礎知識
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秒前には，強い揺れが来ることが気象庁から必ず
発表されるようになった」の岩手県（３１．８％）と
大阪府（２１．８％），「海岸付近で地震があっても，
揺れが強くなければ津波は来ない」の岩手県
（８３．５％）と大阪府（７１．８％），宮城県（８２．４％）
と大阪府（７１．８％）の３ケースのみだった。

３．３ 緊急地震速報に対する認識
緊急地震速報に関する詳しい説明はせずに，「現

在，気象庁から緊急地震速報という情報が発表さ
れるようになっています。この緊急地震速報とは
次の中ではどれに近い情報だと思いますか」と尋
ねた結果が図５である。緊急地震速報について，
短い文章で説明することは難しい面がある。たと
えば，「震源に近い地震計でとらえた観測データを
解析して各地での主要動の到達時刻や震度を推定
し可能な限り素早く知らせる情報」など，情報の
作り方，メカニズムに力点を置いた選択肢もあり
得る。しかし，災害情報としての意味は，メカニ
ズムを理解していることによって正しく理解され
るとも限らない。緊急地震速報の「見え方」にも
多様な面があり，表現は難しいが，この設問で
は，なるべく情報利用者に届く際の情報の形で表
現し，明らかに内容の異なる選択肢を配し，回答
者が緊急地震速報に対して明確に誤認していない
かを確認することとした。

緊急地震速報の説明にもっとも近い「強い揺れが
はじまる数秒～数十秒前に，強い揺れが予想され
ることを知らせる情報」を挙げる回答は８５．５％と大
半を占めている。この傾向は県によってもほとん
ど 差 は な く，宮 城８６．５％，岩 手８６．５％，大 阪
８３．５％だった。緊急地震速報の名称や，大まかな
内容に関して，決定的に誤認している，あるいは
全く認知していない人は比較的少数のようである。
ただし，この調査の回答者が「２０代～４０代の青

壮年で，インターネットをよく利用している回答
者」に偏っていることから，回答者はいわゆる情
報リテラシーが高い者が多いと考えられる。たと
えば，高年齢層など情報リテラシーが高くない人
の場合は結果が異なることも予想される。

３．４ 緊急地震速報に対する評価
緊急地震速報に関して簡単な説明を提示した上

で，「緊急地震速報は，社会全体の地震被害軽減に
役立つと思いますか」と尋ねた結果が図６である。

「非常に役立つ」，「ある程度役立つ」の合計が
７６．７％と，肯定的回答が多い。しかし，「あなたが
緊急地震速報を聞いたとしたら，あなた自身はそ
れを被害軽減に活かすことができそうですか」と
尋ねたところ，「確実にできる」，「できる可能性は
高い」という肯定的回答は４９．１％と，ほぼ半数と
なった（図７）。一般論としては肯定的な意見を持

５１

図５ 緊急地震速報に対する認識
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つが，自分自身の問題として考えると，ためらい
を持つ回答者が少なくない。
これらの設問についても，回答の地域差は明瞭

でなかった。３．２と同様に検討したところ，有意
差があったのは，「緊急地震速報は，社会全体の地
震被害軽減に役立つと思いますか」の宮城県
（８０．６％）と岩手県（７０．６％）のみだった。「緊急
地震速報は，激しい揺れが記録される時でも間に
合わないことがある」ことを実体験した岩手県で

は，過度な期待感が持たれにくくなっている可能
性もある。ただし，その差はわずかであり，それ
ほど明瞭な違いではない。

３．５ 緊急地震速報のメリット・デメリット
緊急地震速報によって期待される効果例（メリッ

ト）と，逆にマイナス面に働く例（デメリット）を
それぞれ３事例挙げ，今後の地震時に，このよう
な事例が起こりうる見通しを尋ねた結果が図８で

５２

図６ 緊急地震速報は社会全体の地震被害軽減
に役立つか

図７ 自分自身で緊急地震速報を活用できる
可能性

図８ 緊急地震速報によるメリット・デメリットの評価
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ある。３種類のメリットは，いずれもこれまでに
緊急地震速報が発表された際に，部分的にではあ
るが確認されている事例である。デメリットにつ
いては，これまでの事例における具体的な報告
は，少なくとも著者は確認していない。
メリット，デメリットいずれについても「確実

に起こる」，「起こる可能性は高い」の合計が６割
を超えており，緊急地震速報による効果を予想す
るとともに，逆効果についてもあり得ると考える
回答者が多数派であった。

３．６ 自由回答の内容分類
（１）分類手法
アンケートの最後に，「緊急地震速報に関する問

題点，課題など，何かご意見があればご記入くだ
さい。また，あなたの身の回りで緊急地震速報が
役に立った具体例（７月２４日の地震に限らず以前
の地震によるものも含みます）をご存じでしたら
教えてください」と任意記入で尋ねた。
何らかの回答が得られたものが３８２件（全体の

７４．８％），このうち，実質的な内容がない回答や，
意味が読み取れない回答を除いた有効回答は３０１
件（同５８．９％）だった。回答者の居住地別に見る
と，岩手では７割を越え，宮城，大阪の順で少な
くなっている（図９）。回答の文字数も同様な傾向
で，有効回答１県当たりの平均文字数は，岩手県
７１文字，宮城県６３文字，大阪府４８文字だった。

これらの回答から，まず回答順に１００件程度を
参照し，KJ法でグループ化してグループの「見出
し」を作成した。次に，全回答を参照し，回答内
容に「見出し」の内容が含まれている場合を「１」，
含まれていない場合を「０」とするダミー変数を

導入し，データベース化した。参照数の増加に伴
い，新たに「見出し」が必要とみなされた場合は，
再度全回答を参照し，同様な整理を行った。作成
した「見出し」とその出現頻度を図１０に示す。

（２）受信方法についての問題
もっとも出現頻度が高かったのは，テレビやラ

ジオをつけていないと緊急地震速報を受信できな
いので不便である，という趣旨の回答（図中では
「TV等をつけてないと受信できない」）で，有効回
答中の２６．５％に当たる８０件で見られた。単語で見
ても「テレビ」の出現頻度は１１４回だった。このタ
イプの回答の具体例は以下のようなものがある。
毅テレビやラジオを見たり聞いていたりしない
と，緊急地震速報が放送されていても，気づか
ないし，わからないと思います。

毅テレビやラジオがついてないと機能しない。ど
の場所にいても，いつでもわかるにはどうした
らいいかが課題。
このことへの対策としては，緊急地震速報受信

時にテレビ等の電源が自動的に入る機能の要望
や，サイレン等の活用を挙げる声も目についた。
また，以下の例のように携帯電話で受信できるよ
うにすることを挙げる回答者も多かった。
毅家に居たら確実にテレビがついているわけでも
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図９ 自由回答の居住地別有効回答率

図１０ 自由回答に含まれる内容と出現頻度
１件の回答中に複数の内容が含まれてい
る場合がある。
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ないので，携帯等の基本機能に取り入れるとか
ができたらと考えます。

毅携帯電話の普及率が上がったので，携帯電話に
緊急地震速報をできないものか？
上記回答例は，いずれも携帯の基本機能として

緊急地震速報を受信できることは出来ないと認識
していると思われ，このような趣旨の回答が少な
くとも１３件あった。実際には，２００８年８月時点で
すでに，docomoの９０６i，９０５i，７０５i，７０６iシリー
ズ，auのW６１シリーズなどが基本機能（無料）と
して緊急地震速報の受信機能を持っている。携帯
で配信される緊急地震速報の内容は県単位で伝え
られ（図１１），到達時間に関する情報は含まれない
が，これはテレビ等でも同様である。すなわち，
テレビ等と同程度の情報については，携帯による
緊急地震速報の配信はすでに実現している。
ただし，携帯による受信には様々な問題もあ

る。携帯の緊急地震速報は，docomoの場合「エリ
アメール」，auの場合「Cメール」で基本的には
メールによる配信である。したがって，電源を
切っていれば受信は出来ず，マナーモードにして
いるだけでも着信に気づきにくい。このことを指
摘する回答も２件見られた。
近年発売の機種に限定されるものの，携帯電話

による緊急地震速報の受信は，携帯利用者であれ
ば費用もかからず，もっとも手軽に出来る受信方
法と言える。過信は出来ないが，この事実をまず
は普及させることが必要だろう。

（３）「もっと早く」という希望
受信方法の問題に次いで多かった内容が，緊急

地震速報を「もっと早く」あるいは「もっと高精

度に」出してほしいという趣旨の回答だった（図
中では「もっと早く。高精度に」）。回答例として
は以下のようなものが挙げられる。
毅今後数秒～数十秒前ではなく数分～数時間など
もう少し備える時間が持てるようにして欲し
い。

毅間に合わないケースがニュースで流れているの
でその対策を早急に対処して欲しい。

毅震源に近い地域で速報が間に合わなかったり，
誤った速報が発表されるなど，まだ不完全な部
分が多いと思う。
緊急地震速報は，その原理上，発表が強い揺れ

の到達に間に合わない地域は必ず存在する。仮に
地震計の増設をはかっても，このような地域を解
消することや，地震そのものが起こる前に発表す
ることは不可能である。少しでも余裕時間が欲し
いとの意見が出ることは当然だが，「間に合わない
場合がある」ということが，「技術的な未熟さや人
為的なミスによって間に合っていないので，本来
は間に合う，または今後の技術開発でやがて間に
合うようになる」と考えられているとしたら，こ
の情報に対する過剰な期待といわざるを得ない。
緊急地震速報の限界について，より明確な説明が
必要だと思われる。

（４）短時間では何も出来ないとの実感
「もっと早く」との回答に次いで多かったのが，
地震の直前や地震の最中に緊急地震速報を聞いて
も何も出来ないとの回答（「直前に聞いてもどうし
ようもない」）であった。回答例としては以下のよ
うなものがある。
毅もう少し早く地震速報を知らせてくれないと何
も対応できないことに経験で感じました。

毅一度だけ速報を聞きましたが実際速報がきて
も。確実に行動は出来ません。せめて分単位で
の余裕が無い限り無理だと思います。
関連する内容として，緊急地震速報を聞くこと

により，かえって不安である，リスクが高まると
いった回答（図中では「かえって不安，パニック
懸念」）や，具体的な理由は明示されないものの一
般論的に役に立たないとする回答（図中では「一
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図１１ 携帯による緊急地震速報の配信例
筆者が７月２４日の地震の際にauの携帯電
話で実際に受信したもの。

０８/０７/２４ ００：２７：０３
件名：緊急地震速報

岩手県で地震発生
強い揺れに備えてください．（気象庁）
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般論として役に立たない」）も，それぞれ十数件見
られた。

（５）地域ごとの傾向
回答者の多かった，「TV等をつけていないと受

信できない」，「もっと早く，高精度に」，「直前に
聞いてもどうしようもない」の回答者数と，回答
者居住県の関係が図１２である。
「TV等をつけていないと受信できない」は岩手，
宮城県居住者が多く指摘している。実際に強い地
震や，緊急地震速報の発表を経験したことにもと
づく指摘のように思われる。「直前に聞いてもどう
しようもない」は岩手県居住者が多く，大阪府，
宮城県は少ない。緊急地震速報の発表と強い揺れ
の間に時間的余裕がなかった地域では，このよう
なやや否定的な回答が生じやすいのかもしれな
い。「もっと早く，高精度に」は地域による差があ
まり見られない。このようなニーズは，実際の緊
急地震速報発表などを身近に経験しているか否か
にかかわらず出てきやすいものと思われる。

（６）効果の具体例
緊急地震速報を何らかの形で生かしたことを挙

げる回答（図中では「活用例の紹介」）は１８件見ら
れた。回答例を挙げると以下のようになる。
毅すぐに子供を抱き上げて窓や玄関を開ける事が
出来，一瞬で気を引き締める事が出来たので，
ものすごい揺れでしたが取り乱す事なく対応出

来ました。
毅固定されていない家具を押さえることで，被害
防止ができた。

毅揺れはじめる１０秒近く前に緊急地震速報を聞い
て窓から離れることができた。

毅数秒ではありますが，机の下に身を隠したり，
火を止める余裕がありました。

毅一度経験すると確実に落ち着いてとるべき行動
がわかった気がしました。揺れが激しくなる前
にガスコンロを消火できたのはとても役に立っ
た。
ただし，１．でも指摘したように，対象地域が

経験した２回の地震は，いずれも居住地域での実
質的な被害が軽微な事例であり，ここで挙げられ
た「効果」が，「その行動をとったことにより被害
が軽減された実例」と言えるか疑問の余地がある。
たとえば，家具を押さえる，火を止めるといった
行動は，場合によってはかえって危険な状況をも
たらすことにつながった可能性もある。

４．おわりに
今回の結果からは，緊急地震速報の名称や，大

まかな内容については，比較的多くの人が認知し
ていることが示された。ただし，自由回答では
「もっと早く知らせて欲しい」といった回答も多
く，震源近くでは情報の発表が間に合わない地域
が必ずあるという，この情報の原理的な限界が十
分理解されず，「本来は地震の揺れの前に緊急地震
速報が伝えられるはず」という過度な期待が生じ
ている可能性も示唆された。過度な期待から，情
報に対する過度な依存が生じる危険性もある。今
回の結果が，青壮年で情報リテラシーが比較的高
いと思われる回答者によるものであることにも注
意が必要である。緊急地震速報の限界に関して，
より明確な説明が必要である。
緊急地震速報による効果（メリット）を期待す

る回答も多かったが，デメリットを懸念する回答
も同程度に見られた。また，自分自身でも何らか
の形で活用できると考える回答者は半数程度にと
どまった。また，自由回答では，活用例の紹介や
効果に対する期待を挙げる回答より，問題点を挙
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図１２ 自由回答の上位３種類の内容と回答者の
居住地
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げる回答が圧倒的に多かった。一般論としては緊
急地震速報に対する期待感を持っていても，自分
自身での利用を考えると，様々な不安を感じてい
ることが示唆される。
自由回答中で問題点として最も多く挙げられた

ことは，テレビ等をつけていないと受信できない
のでは役に立たないという指摘だった。この指摘
は岩手県の回答者から多くなされていることか
ら，強い地震と緊急地震速報の実体験を繰り返し
た地域においてもっとも痛感された「課題」の一
つであることが示唆される。この問題は，携帯電
話による受信機能を活用することによってある程
度改善が可能であるが，これが十分理解されてい
ない可能性がある。携帯電話による緊急地震速報
の配信はメールを使って行われるため，メールの
基本的な性質上，瞬時・確実には配信されない可
能性もあり，携帯電話による受信ですべてが解決
するわけではない。しかし，解決策の一つである
ことは確かであり，このような，「すでに出来るこ
と」については，より積極的な案内が必要だろう。
「直前に聞いてもどうしようもない」という趣旨

の回答が，被災地，ことに２度の地震ともに強い
揺れに見舞われた岩手県で多かったことも注目さ
れる。「強い揺れ＋緊急地震速報」という状況を実
際に体験した人のなかから，緊急地震速報が提供
するわずかな時間的余裕は現実には生かせないと
いう意見が少なからず出ているわけである。様々
な訓練などによってわずかな時間的余裕を生かす
という方向はあり得るが，これまでに整備された
災害情報の活用実態を考えると，緊急地震速報の
みが多くの人に生かされる理由は見いだしにく
い。多くの災害情報と同様に，緊急地震速報に対
しても過度な期待は持つべきではないように思わ
れる。
本稿で取り上げた２事例が，「揺れは比較的強

かったが物理的被害が軽微だった事例」であった
ことにも注意が必要である。自由回答中で，緊急
地震速報による「効果」はいくつか挙げられたが，
これらは「強い揺れから身を守る上で効果があっ
た」と見なすことはできても，「建物倒壊など物理
的な被害が生ずるような地震の際の被害軽減に効

果がある」ということが示されたものとは言えな
い。
緊急地震速報の活用方法は，各自の置かれた状

況により様々であり，「活用方法マニュアル」を作
るとしても，結局一般論に終始してしまうだろ
う。自由回答で，「聞いたときの対応方法がわから
ない」といった，情報の使い方を知りたいという
回答が少なかったことも示唆的である。緊急地震
速報の活用を考えることをきっかけとして，個人
個人の災害時の行動をイメージトレーニングする
といった方法もすでに提案されている（目黒・藤
縄，２００７）。利用者自身が，それぞれの事情に応
じた緊急地震速報の使い方を考えることを支援す
るための情報整備がますます重要になるだろう。
緊急地震速報はまだ走り始めたばかりの技術で

ある。実事例に基づく検証を進め，改善を図って
いく必要がある。
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